
- 1 -

国立大学法人九州大学職員兼業規程

平成１ ６年度九 大就規第１８号

施 行：平成１６年 ４月 １日

最終改正：令和 ５年 ３月３０日

（令和４年度九大就規第５５号）

（趣旨）

第１条 この規程は、国立大学法人九州大学就業通則（平成１６年度九大就規第１号。以

下「就業通則」という。）第２９条第２項の規定に基づき、国立大学法人九州大学（以

下「本学」という。）に勤務する職員の兼業に関し必要な事項を定めるものとする。

（定義等）

第２条 この規程において「兼業」とは、報酬の有無にかかわらず、継続的又は定期的に

次に掲げる職を兼ねる場合で、第１４条、第１５条及び第１６条に該当しないものをい

う。

(1) 職員自らが事業を経営することによる職（以下「自営の兼業」という。）

(2) 会社、その他の営利企業（商業、工業、金融業等利潤を得てこれを構成員に配分す

ることを主目的とする企業体で、会社法（平成１７年法律第８６号）上の会社ほか、

法律によって設立される法人等で主として営利活動を営む団体。以下同じ。）の役員

（取締役、執行役、会計参与、監査役、業務を執行する社員、理事、監事、支配人、

発起人、清算人及び有限責任事業組合契約に関する法律（平成１７年法律第４０号）

に規定する組合員をいう。以下同じ。）、評議員及び顧問（以下「役員等」という。）

の職又は会社、その他の営利企業の事業に従事することによる職（以下「営利企業の

兼業」という。）

(3) 前２号以外の職（以下「その他の兼業」という。）

２ この規程において「部局長等」とは、学部長、学府長、研究院長、基幹教育院長、高

等研究院長、附置研究所長、カーボンニュートラル・エネルギー国際研究所長、病院長、

附属図書館長、情報基盤研究開発センター長、エネルギー研究教育機構長、アジア・オ

セアニア研究教育機構長、学内共同教育研究センターの長、学術研究・産学官連携本部

長、未来人材育成機構長、伊都診療所長及び事務局長並びに九州大学学則（平成１６年

度九大規則第１号）第１６条に規定する推進室等の長をいう。

３ この規程に定める「契約関係」は、契約の締結についての決裁に係る参画の有無によ

り判断する。ただし、共同研究及び受託研究に係る契約については、契約の締結につい

ての決裁を行う権限の有無により判断するものとする。

４ この規程において「特別な利害関係」とは、物品購入契約、工事契約等の契約関係、

検査、監査等の監督関係、又は許可、認可等の権限行使の関係をいう。

（兼業の許可基準）

第３条 兼業は、次の各号のいずれの基準にも適合していなければならない。

(1) 兼業のため職務の遂行に支障が生じないこと。

(2) 職務の公正性及び信頼性の確保に支障が生じないこと。

(3) 兼業することにより、大学職員としての信用を傷つけ、又は大学全体の不名誉とな

るおそれがないこと。

２ 兼業の総従事時間数は、限度時間数（一事業年度３６０時間とし、１月当たり４５時

間とする。以下同じ。）を超えてはならない。ただし、次の各号に掲げる場合について

は、この限りでない。

(1) 九州大学病院で診療業務に従事する医師が兼業を行う場合

(2) その他兼業審査委員会が認める場合

３ 前項第１号に規定する九州大学病院で診療業務に従事する医師が兼業を行う場合の限

度時間数については、総長が別に定める。

４ 第２項第２号に規定する兼業審査委員会が認める場合の限度時間数を超える兼業は、

次に掲げるいずれかの基準に適合していなければならない。
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(1) 職員に係る兼業の総従事時間数が一事業年度３６０時間を超える場合は、次のいず

れにも該当すること。

イ 一事業年度の総従事時間数のうち１５０時間を超える時間数が国又は地方公共団

体の審議会等の委員及び独立行政法人等の特に公益性が高いと認められる各種委員

等に係る兼業のうちのいずれか一件に充てられていること。

ロ イに規定する兼業に従事することにより、当該職員に係る兼業の総従事時間数が

原則として一事業年度４３０時間、１月当たり５３時間を超えないこと。

ハ 部局長等が当該職員の職務の遂行に支障が生じないことを確認すること。

(2) 職員に係る兼業の総従事時間数が一事業年度３６０時間以内であり、かつ１月当た

り４５時間を超える場合は、部局長等が、当該職員の職務の遂行に支障が生じないこ

とを確認し、部局運営に差し支えないと認めること。

５ 所定の勤務時間を割く兼業は、原則として許可しない。ただし、法令上の根拠がある

場合又は総長が特に必要と認める場合には許可することができる。

６ 前項ただし書に規定する総長が特に必要と認める場合とは、産学連携に資すると認め

られる営利企業の役員等以外の職に従事する兼業をいい、次に掲げるいずれの基準にも

適合していなければならない。

(1) 当該職員が勤務時間を割いて当該兼業を行わなければ、当該兼業で行われる事業の

実施に支障が生じること。

(2) 当該職員が勤務時間を割いて当該兼業を行ったとしても、職務の遂行に支障が生じ

ないこと。

７ 就業通則第３５条の規定の適用を受ける職員は、第１項の基準に適合し、第２項の限

度時間数の範囲内において兼業に従事する場合には許可することができる。

（許可権限の委任）

第４条 総長は、兼業許可の権限を部局長等に委任することがある。ただし、自営の兼業、

営利企業の役員等兼業及び勤務時間を割く兼業については、この限りでない。

（許可期間）

第５条 兼業（自営の兼業を除く。）を許可する期間は、原則として２年以内とする。た

だし、法令等に任期の定めのある職に就く場合は、当該任期の定めによる期間とするこ

とができ、５年を限度とする。

２ 前項の兼業の許可期間は、更新することができるものとする。

（兼業の許可の取消し）

第６条 総長又は部局長等は、許可を与えた兼業が当該兼業の許可基準に適合しなくなっ

たと認めるときは、前条の期間の途中であっても許可を取り消すことができる。

（兼業審査委員会）

第７条 この規程に基づく兼業許可及びその他この規程の適正な運用に必要な事項等につ

いては、兼業審査委員会で審議する。

（自営の兼業）

第８条 農業、酪農、養鶏等で大規模に経営され客観的に営利活動と判断されるものに係

る自営の兼業は、第３条第１項に定めるもののほか、次に掲げるいずれの基準にも適合

していなければならない。

(1) 職員と当該事業との間に特別な利害関係又はその発生のおそれがないこと。

(2) 職員以外の者を当該事業の業務の遂行のための責任者としていること等により、職

員の職務の遂行に支障が生じないことが明らかであること。

(3) 当該事業が相続、遺贈等により家業を継承したものであること。

(4) その他職務の公正性及び信頼性の確保に支障が生じないこと。

２ 不動産又は駐車場の賃貸に係る自営の兼業は、第３条第１項に定めるもののほか、次

に掲げるいずれの基準にも適合していなければならない。

(1) 職員と不動産等の賃貸との間に、特別な利害関係又はその発生のおそれがないこと。

(2) 不動産等の賃貸に係る管理業務（入居者の募集、賃貸料の集金、不動産の維持管理



- 3 -

等）を事業者に委ねること等（親族による管理を含む。）により、職員の職務の遂行

に支障が生じないことが明らかであること。

(3) その他職務の公正性及び信頼性の確保に支障を生じないこと。

（営利企業の兼業）

第９条 営利企業の兼業は、次の各号に掲げる職について行うことができる。

(1) 技術移転事業者の役員（監査役は除く。）、評議員又は顧問の職

(2) 研究成果活用企業の役員（監査役は除く。）、評議員又は顧問の職

(3) 株式会社又は有限会社（以下「株式会社等」という。）の監査役の職

(4) その他総長が本学の教育研究上必要と認める役員（監査役は除く。）、評議員又は

顧問の職

(5) 営利企業の役員等以外の職

（技術移転事業者の役員等の職の許可基準）

第９条の２ 前条第１号の兼業は、第３条第１項に定めるもののほか、次に掲げるいずれ

の基準にも適合していなければならない。

(1) 職員が技術に関する研究成果又はその移転について、技術移転事業者の役員等とし

ての職務に従事するために必要な知見を有していること。

(2) 職員が就こうとする役員等としての職務の内容が、主として承認事業、大学認定事

業又は研究機関認定事業に関係するものであること。

(3) 職員と許可の申請に係る技術移転事業者（当該技術移転事業者が会社法第２条第３

号に規定する子会社である場合にあっては、同条第４号に規定する親会社を含む。以

下同じ。）との間に、物品購入等の契約関係その他の特別な利害関係又はその発生の

おそれがないこと。

(4) 許可の申請前２年以内に、職員が当該申請に係る技術移転事業者との間に、物品購

入等（当該技術移転事業者以外の業者では調達が困難である場合を除く。）の契約関

係その他の特別な利害関係のある職を占めていた期間がないこと。

(5) 兼業を行うことが、産学連携の推進又は教育研究のために必要であること。

２ 前項第４号において、当該技術移転事業者以外の業者では調達が困難である場合の認

定は、兼業審査委員会が個別に行う。

（研究成果活用企業の役員等の職の許可基準）

第９条の３ 第９条第２号の兼業は、第３条第１項に定めるもののほか、次に掲げるいず

れの基準にも適合していなければならない。

(1) 許可の申請に係る研究成果活用企業の事業において活用される研究成果（特許権、

実用新案権等として権利化されたもののほか、論文、学会発表等の形で発表されてい

るものを含む。）を自らが発明、考案等（当該研究成果に係る権利等の帰属は問わな

い。）していること。

(2) 職員が就こうとする役員等としての職務の内容が、主として研究成果活用事業に関

係するもの（代表取締役社長の職に就く場合は、当該研究成果活用企業の主たる事業

が研究成果活用事業であり、また業務担当取締役の職に就く場合は、主たる担当業務

が研究成果活用事業に関係するものであること。）であること。

(3) 職員が就こうとする役員等としての職務の内容に、本学に対する契約の締結等に係

る折衝の業務（研究成果活用事業に関係する業務を除く。）が含まれていないこと。

(4) 職員と許可の申請に係る研究成果活用企業（当該研究成果活用企業が会社法第２条

第３号に規定する子会社である場合にあっては、同条第４号に規定する親会社を含む。

以下同じ。）との間に、物品購入等の契約関係その他の特別な利害関係又はその発生

のおそれがないこと。

(5) 許可の申請前２年以内に、職員が当該申請に係る研究成果活用企業との間に、物品

購入等（当該研究成果活用企業以外の業者では調達が困難である場合を除く。）の契

約関係その他の特別な利害関係のある職を占めていた期間がないこと。

(6) 兼業を行うことが、産学連携の推進又は教育研究のために必要であること。
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２ 前項第５号において、当該研究成果活用企業以外の業者では調達が困難である場合の

認定は、兼業審査委員会で個別に行う。

（株式会社等の監査役の職の許可基準）

第９条の４ 第９条第３号の兼業は、第３条第１項に定めるもののほか、次に掲げるいず

れの基準にも適合していなければならない。

(1) 職員が許可の申請に係る株式会社等における監査役の職務に従事するために必要な

知見を有していること。

(2) 許可の申請に係る株式会社等の経営に関して、職員の親族が次のいずれにも該当し

ないこと。

イ 職員の親族（配偶者並びに３親等以内の血族及び姻族に限る。以下同じ。）が所

有している当該株式会社等の株式の数又は出資の額の合計が、当該株式会社等の発

行済株式の総数又は出資の総額の４分の１を超えている場合

ロ 職員の親族が、当該株式会社等の取締役の総数の２分の１を超えて当該取締役の

職に就いている場合

ハ 職員の親族が、当該株式会社等の代表取締役会長又は代表取締役社長の職に就い

ている場合

(3) 職員が許可の申請に係る株式会社等（当該株式会社等が会社法第２条第３号に規定

する子会社である場合にあっては、同条第４号に規定する親会社を含む。以下同じ。）

との間に、物品購入等の契約関係その他の特別な利害関係又はその発生のおそれがな

いこと。

(4) 許可の申請前２年以内に、職員が当該申請に係る株式会社等との間に、物品購入等

（当該株式会社等以外の業者では調達が困難である場合を除く。）の契約関係その他

の特別な利害関係のある職を占めていた期間がないこと。

(5) 兼業を行うことが、産学連携の推進又は教育研究のために必要であること。

２ 前項第４号において、当該株式会社等以外の業者では調達が困難である場合の認定は、

兼業審査委員会で個別に行う。

（総長が本学の教育研究上必要と認める役員等の職の許可基準）

第９条の５ 第９条第４号の兼業（株式会社の社外取締役の職に係る兼業は除く。）は、

第３条第１項に定めるもののほか、次に掲げるいずれの基準にも適合していなければな

らない。

(1) 職員が許可の申請に係る企業（当該企業が会社法第２条第３号に規定する子会社で

ある場合にあっては、同条第４号に規定する親会社を含む。）との間に、物品購入等

の契約関係その他の特別な利害関係又はその発生のおそれがないこと。

(2) 許可の申請前２年以内に、職員が当該申請に係る営利企業との間に、物品購入等（当

該営利企業以外の業者では調達が困難である場合を除く。）の契約関係その他の特別

な利害関係のある職を占めていた期間がないこと。

(3) 兼業を行うことが、産学連携を推進し、本学の教育研究に必要又は有益であると総

長が認めるものであること。

２ 株式会社の社外取締役の職を兼業する場合は、前項各号のいずれの基準にも適合し、

かつ、職員が許可の申請に係る株式会社との間で、会社法第４２７条第１項に規定する

最低責任限度額を限度とした責任限定契約を締結又はその予定がなされていなければな

らない。

３ 前項の責任限定契約を締結した場合は、当該責任限定契約書を本学へ提出しなければ

ならない。

４ 第１項第２号において、当該営利企業以外の業者では調達が困難である場合の認定は、

兼業審査委員会で個別に行う。

（営利企業の役員等以外の職の兼業の許可基準）

第９条の６ 営利企業の兼業（第９条第１号から第４号に定める職の兼業を除く。）は、

第３条第１項に定めるもののほか、次に掲げるいずれの基準にも適合していなければな
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らない。

(1) 職員が許可の申請に係る企業（当該企業が会社法第２条第３号に規定する子会社で

ある場合にあっては、同条第４号に規定する親会社を含む。）との間に、物品購入等

の契約関係その他の特別な利害関係又はその発生のおそれがないこと。

(2) 兼業を行うことが、産学連携の推進又は教育研究のために必要であること。

（研究成果活用企業の役員兼業休職）

第１０条 総長は、職員が研究成果活用企業の役員等の職務に主として従事する必要があ

り、職員としての職務に従事することができないと認めるときは、就業通則第１２条第

１項第５号に基づき当該職員を休職とすることができる。

（報告）

第１１条 許可を受けて第９条第１号から第４号までの規定に掲げる兼業を行う職員は、

当該兼業の状況について、所定の事項を半年ごとに総長に報告しなければならない。ま

た、総長は当該職員から提出された兼業の状況について半年ごとに公表する。

（兼業終了時の業務制限）

第１２条 総長は、第９条第１号から第４号までの規定に掲げる兼業の終了した日から２

年間は、当該兼業に従事した職員を当該企業との間に、物品購入契約、工事契約等の契

約関係又はその他特別な利害関係がある業務に従事させない。

（その他の兼業）

第１３条 その他の兼業は、次の各号に掲げる職について行うことができる。ただし、常

勤の職については、行うことができない。

(1) 国、行政執行法人又は地方公共団体の職

(2) 国、行政執行法人又は地方公共団体以外の各種団体の職

(3) 前２号以外の職

（国、行政執行法人等以外の職の許可基準）

第１３条の２ 前条第３号に規定する職については、次に掲げるいずれかの基準に適合し

ていなければならない。

(1) 職員の学術上の専門性に基づく事業で、次に掲げるいずれにも該当するものである

こと。

イ 当該事業を行うことが社会貢献に資するものと認められること。

ロ 当該事業の遂行にあたり、関係する法令等による義務が課せられる場合に、その

義務により職員が遵守するべき服務が制約されるおそれがないこと。

(2) 不特定多数の者に対して特定の技術・技能を業として教授するもの（前号に該当す

るものを除く。）であること。

（附加職務の従事）

第１４条 第２条第１項第２号及び第３号に定める職で、社会貢献又は本学の教育研究の

推進に資すると認められるもの（「附加職務」という。）は、あらかじめ総長の許可を

得た上で、職務として従事することができる。

（附加職務の許可基準）

第１４条の２ 前条に規定する附加職務に従事する場合は、次に掲げるいずれの基準にも

適合していなければならない。

(1) 職務の遂行に支障が生じないこと。

(2) 無報酬であること。

（附加職務の許可期間）

第１４条の３ 附加職務を許可する期間については、第５条の規定を準用する。

（短期間の兼業）

第１５条 次の各号のいずれかに該当するときは、兼業としての許可手続きを要しないも

のとする。ただし、任期が６月未満のものに限る。

(1) 従事する日が１日限りの場合

(2) 従事する日が２日以上６日以内で、総従事時間数が１０時間未満である場合
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（社会活動の実施）

第１６条 職員は、社会奉仕活動、青少年育成活動又は地域活動については、兼業許可を

受けることなく従事することができる。

（補則）

第１７条 この規程の運用に関し必要な事項は、総長が別に定める。

附 則

１ この規程は、平成１６年４月１日から施行する。

２ 国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号）附則第４条の規定により本学の職員と

なった者がこの規程の施行前に許可を受けている兼業で、当該許可の期間が平成１６年

４月１日以降となっているものについては、この規程により許可されたものとみなす。

附 則（平成１８年度九大就規第２７号）

この規程は、平成１９年４月１日から施行する。

附 則（平成２２年度九大就規第１２号）

この規程は、平成２２年１２月１日から施行する。

附 則（平成２２年度九大就規第３２号）

この規程は、平成２３年４月１日から施行する。

附 則（平成２３年度九大就規第３号）

この規程は、平成２３年１０月１日から施行する。

附 則（平成２４年度九大就規第３０号）

この規程は、平成２５年４月１日から施行する。

附 則（平成２６年度九大就規第１７号）

この規程は、平成２７年４月１日から施行する。

附 則（平成２７年度九大就規第１６号）

この規程は、平成２８年４月１日から施行する。

附 則（平成２８年度九大就規第１０号）

この規程は、平成２８年１０月１日から施行する。

附 則（平成２９年度九大就規第１３号）

この規程は、平成２９年１１月１日から施行する。

附 則（平成２９年度九大就規第１８号）

この規程は、平成３０年２月１日から施行する。

附 則（平成３０年度九大就規第１４号）

この規程は、平成３１年２月１日から施行する。

附 則（平成３０年度九大就規第３１号）

この規程は、平成３１年４月１日から施行する。

附 則（令和４年度九大就規第５５号）

この規程は、令和５年４月１日から施行する。


